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第１章 会社設立に関する実務概要 

第１節 投資・進出一般概要 
 

 カンボジアの進出には以下の３つの方法が存在します。 

①経済特区内の適格投資案件（Qualified Investment Project, QIP）、②それ以外の場所で

実施される適格投資案件、③適格投資案件とならない通常の投資案件、これら３つの種類によ

り所轄の審査機関が異なります。 

それぞれの投資の流れは下表の通りです。本マニュアルでは、主に、③の適格投資案件対象

外の会社設立手続について解説します。①、②の適格投資案件に関する詳細や手続の流れにつ

いては、カンボジア開発評議会発行の「カンボジア投資ガイド（2013年）1」をご参照下さい。 

 

［図表１ 投資申請手続のフロー］ 

 

                                                             
1 カンボジア開発評議会ウェブサイト（http://www.cambodiainvestment.gov.kh/ja）から入手可能 
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第２節 会社設立法務概要 
 

カンボジアの会社設立に際しては、外国法人、内国法人に関わらず、以下の法令等に準拠し

ながら、進出形態や進出計画を検討する必要があります。 

・ 「投資法（Law on Investment、1994年 8月公布）」 

・ 「改正投資法（Law on the Amendment to the Law on Investment、2003 年 3 月公布）」 

・ 「改正投資法施行に関する政令 NO.111(Sub-Decree No.111 ANK/BK on the 

implementation of the Amendment to the Law on Investment of the Kingdom of 

Cambodia)」 

・ 「商業規則と商業登記に関する法律（Law on Commercial Rules and Commercial 

Register）」 

・ 「商業規則と商業登記に関する改正法（Law on the Amendment of the Law on 

Commercial Rules and Commercial Register） 

・ 「カンボジア会社法（Law on Commercial Enterprise）」 

・ その他関連細則など 

現在、カンボジアの会社設立実務、税務登録実務は制度面、運用面において転換期にあり、

実務は日々変化しています。カンボジア進出の際には、必ず外部専門家に最新の状況を確認さ

れるようお勧めします。 

会社設立、駐在員事務所開設、支店開設、個人事業登録の基本的な流れは、図表１の通りで

す。商業省（Ministry of Commerce）での登記完了後、租税総局（General Department of 

Taxation）にて税務登録、パテントタックスの納付および付加価値税（VAT）登録を行います。 

商業省および租税総局での登記、登録完了後、労働職業訓練省（Ministry of Labor and 

Vocational Training）にて事業所開設申告を行う流れとなります。 

各種登録にかかる申請期間は通常下記の通りですが、政治状況や署名権限者の状況により、

下記期間よりも伸びる可能性がありますので、十分な余裕を持って手続を行うことが必要です。 

 ・ 商業省での申請  ２週間〜１ヶ月程度 

 ・ 租税総局での申請 １ヶ月〜２ヶ月半程度 

 ・ 労働省での申請  １ヶ月程度 
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［実務上の留意点１］ 会社設立には予想以上に時間を要することも 

カンボジアの申請手続は、申請するタイミングによっては上記期間内に完了しないケースが

多数あります。 

申請が長期化する場合としては、①祝日が重なる時期、②各省庁にて局長クラスの人事変更

があったとき（新年度に実施される傾向有り）、③申請手続、必要書類の一部変更（新年度に

実施される傾向有り）が実施された場合などが挙げられます。このような場合には、申請から

完了までの期間が長期化するケースが見受けられます。 

実際には、商業省での手続に１ヶ月以上要するケースもありますので、上記目安の期間につ

いては、カンボジア特有の事情を考慮されることが重要です。 

なお、業種・業態によっては、監督省庁において個別の許認可を取得する必要がある業種や

業態があります。基本的に、個別の許認可取得が必要な業種、業態の判断基準および手続等は

各省庁発行の省令、通達等において定められています。 

 

＜参考 個別の許認可取得が必要な業種（一部）＞ 

業種 監督省庁 備考 

飲食店 観光省 
衛生証明書、消防・消火証明書

が必要 

ホテル・ゲストハウス 観光省 消防・消火証明書が必要 

旅行代理店 観光省 保証金の支払いが必要 

不動産サービス業 経済財政省 無犯罪証明書の提出が必要 

保険代理店/ブローカー業 経済財政省 無犯罪証明書の提出が必要 

通関業 関税・消費税総局 通関に関する専門家が必要 

運送業 公共事業運輸省 トラックについても登録が必要 

診療所、病院 保健省 
代表者はカンボジア国籍である

必要あり 

実習生の海外送出事業 労働職業訓練省 
51％以上の株主および代表者は

カンボジア国籍である必要あり 
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保証金の支払いが必要 

教育機関 教育・青少年・スポーツ省 審査あり 

 

もっとも、実際の手続等については、法律と運用との間で乖離があるため、各種許認可取得

の際には商業省、租税総局、その他関連省庁、もしくは外部専門家に問い合わせることをお勧

めします。 

［実務上の留意点２］ 許認可の取得主体に関する留意点 

 個別の許認可取得の難易度は、業種によって異なります。申請手続については、年々、複雑

化する傾向にあります。 

 取得要件や申請費用等は、法律、省令等において個別具体的に定められています。この点、

法令上、許認可の取得主体（法人である必要があるのか、支店でもよいのか、個人でも取得可

能なのか等）について明確な記載がないケースが存在します。 

 このようなケースとして、支店の場合にはある免許の発行は認められないというようなケー

スが実際に起こっています。このような点については事前の確認が必要となりますので、でき

る限り外部専門家に照会されることをお勧めします。 
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第３節 外資規制 
 

カンボジアの外国投資関連法制度は、外国投資を奨励するように設計されています。 

外国法人は土地所有等を除き内国法人と差別なく扱われており、多くの分野で自由に投資す

ることが可能です(改正投資法 8条)。 

カンボジアの外資規制については、「改正投資法施行のための政令 NO.111」内の「投資禁止

分野」、「ネガティブリスト」に基づいて、ネガティブリスト方式で外資規制が規定されてい

ます。 

アセアン他国においてネガティブリストと呼ばれるものには、基本的に外国資本の投資が禁

止される業種がまとめられており、当該リストに記載されていない業種については、外資企業

は自由に投資ができると考えられています。この方式はタイ、ベトナム、ラオス、インドネシ

ア等の多くのアセアン諸国で利用されています。 

これに対して、カンボジアにおける「ネガティブリスト」は、QIP 不認可案件を意味してお

り、そもそも外資企業による参入が認められないという意味で使用されているアセアン他国の

「ネガティブリスト」の概念とは異なりますので、ご注意下さい。 

また、文言上はネガティブリストに該当しないように見える事業でも、実務的に QIP 不認可

案件と考えられてきた事業もあるため、QIP の認可申請にあたっては弁護士等の外部専門家に

相談することをお勧めします。 

［投資禁止分野］ 

a. 向精神薬および麻薬物質の生産・加工 

b. 国際規則または世界保健機構により禁じられた有害性化学物質、農薬・農業用殺虫剤およ

び化学物質を使用したその他の商品で、公衆衛生および環境に影響を及ぼすものの製造 

c. 外国から輸入した廃棄物を使用した電力の加工および発電 

d. 森林法により禁じられる森林開発事業 

出典：「カンボジア投資ガイドブック」カンボジア開発評議会、2013 
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［実務上の留意点３］ 省令、実務上の外資規制に要注意 

カンボジアにおいても、一部、外資規制が認められる業種が確認されています。 

例えば、2013 年に発行された労働職業訓練省令第 47 号では、カンボジア人実習生の送出事

業については外国人の持株比率は 49%まででなければならないと規定されており、投資禁止分

野やネガティブリストに記載されていない業種でも規制がなされているケースがあります。 

また、その他実務上、外資の参入が実質的に規制されている分野もあり、進出の際には注意

が必要です。 

さらに、現在時点においては自由に投資ができたとしても、急に外資制限が課される可能性

もあり得ますので、進出前に法規制および進出展開後の法規制をしっかりとチェックされるこ

とが肝要です。 
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第４節 会社法制概要 
 

 カンボジアにおける株式や機関については、「会社法（Law on Commercial Enterprise、

2005年 6月公布）」で主に規定されています。 

１ 外国法人に関する会社法の適用範囲 

(1) 適用範囲 

 カンボジア会社法 273 条によれば、「カンボジア王国内でいかなる事業活動（商行為）を行

う（英語：Doing Business、クメール語：ធធធធធធធធធធធធធធធធ）外国法人は、カンボジア商業登記法

に従い、商業登記を行わなければならないと規定されています。 

(2) 「事業活動」の意義 

 上記の通り、外国法人は、事業活動（商行為）を行っている限り、会社登録を行う必要があ

ります。ここにおける商行為（「Doing Business」、「ធធធធធធធធធធធធធធធធ」）の意義は、会社法

272条において次のように定義されます。 

 外国事業者が、 

ア １ヶ月以上、製造、加工または役務提供のために事務所またはその他の場所を賃借する

場合、 

イ １ヶ月以上、自己のために他人を雇用する場合、もしくは、 

ウ カンボジア王国の法律によって外国人または外国法人に認められた業務を行う場合 

 従って、上記の３要件のいずれかを充たす場合には、カンボジアにおいて商業登録を行う必

要があります。 

 

２ 株式 

(1) 株式の種類 

会社法は 143条以下で株式について規定しています。 

カンボジア会社法上、株式は額面株式であり、会社はその券面額以下で株式を発行すること

はできません。 
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また、会社は、種類株式を発行することができ、各種類株式に付される権利、特権、制限ま

たは条件を定めることができます。株式の種類としては、強制転換条項付株式、転換予約権付

株式、償還株式、残余財産に対する優先権付株式、譲渡制限株式などが認められています（会

社法 145条）。 

定款に種類株式に関する規定がない場合、発行株式は１種類とみなされ、すべての株式は同

じ権利を有するものとされます（会社法 144条）。 

(2)  株式の譲渡 

株式は会社法および定款によって定められた制限に従って、譲渡することができます。会社

は株式の譲渡人と譲受人からの共同申請を受けた場合、記録に正確な記載をする必要がありま

す（会社法 154条）。 

(3) 増資・減資 

定款または社内規則に定めがある場合、取締役は、当該定款または社内規則の定めに従い、

自らが決定した時期に、自らが決定した者に対して株式を発行することができます（会社法

146条）。 

他方、会社は、株主総会特別決議によって資本金額を減少させることができます。ただし、

会社が、会社財産の払戻後に会社が支払不能に陥る状況または会社財産の換価価値が合計債務

額を下回る状況にあると信ずるに足りる事情がある場合には、原則として減資を行うことがで

きません（会社法 150条）。 

(4) 自己株式の取得 

 会社は、定款の規定に基づいて、自己株式の取得、株式の償還を行うことができます（会社

法 155条）。 

(5) 株券の発行 

会社法上、各株主は株券を取得する資格を有する旨規定されています（会社法153条）。ただ

し、実務上は株券が実際に発行されている例は少ないものと考えられます。 

なお、株券面には、会社名、発行を受けた者の氏名、株式の種類、株券番号等を記載する必

要があります。 

 

３ 機関 

 会社法には次の会社における機関が定められています。 

(1) 株主総会 

 ア 開催場所 
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株主総会は、定款または規則が定めた場所、もしくは取締役会が決定したカンボジア国

内の場所において開催する必要があります。ただし、議決権を有するすべての株主が同意

する場合には、株主総会はカンボジア国外で開催することも可能です（会社法 205条）。 

 イ 開催時期 

設立時取締役は、会社設立後１年以内に株主総会を開催することが義務付けられていま

す（会社法 117条、206条）。 

また、１年に１度、決算報告を行うための定時株主総会を開催する必要があります（会

社法 224条等参照）。 

取締役はいつでも臨時株主総会を招集することができます（会社法 206 条）。また、株

主については、51％以上の議決権を有していれば、取締役に株主総会の開催を求めること

ができます（会社法 207条）。 

 ウ 決議方法 

定款に別段の規定がある場合を除き、株主総会の定足数は、議決権を行使できる株式を

保有する株主またはその代理人の議決権の過半数を超えることが条件となります（会社法

217条）。 

 エ 普通決議と特別決議 

カンボジア会社法上、株主総会決議には、①普通決議と②特別決議が存在します。 

普通決議とは、議決権を行使した株主の過半数をもってする決議をいい（会社法 88 条）、

特別決議とは、議決権を行使した株主の 3 分の 2 以上をもってする、または、議決権を有

する全株主による署名をもってする決議をいいます（同条）。 

 
［図表２ 普通決議および特別決議に関するまとめ］ 

 普通決議 特別決議 

決議事項 

取締役の選任（118条） 

取締役の報酬決定（119条） 

監査役の選任および報酬の決定（229

条、231条） 

監査役の解任（232条） 

資本金の変更（150条） 

合併（245条） 

解散、会社清算（252条） 

定款変更、会社の商号、目的、事務所住

所および配当の変更（236条、238条） 
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定足数 

（217 条） 

議決権を行使することができる株主

（又はその代理人）の議決権が過半数

を超えること 

 

例外：定款で自由に定めることが可能 

規定なし 

 

（解釈上、普通決議の定足数の規定を準

用） 

議決 

（218 条） 
行使された議決権の過半数 行使された議決権の 3分の 2以上 

 

［実務上の留意点４］ 合弁会社設立に関する実務上の留意点 

合弁契約、合弁会社設立時の問題点 

 上記の通り解散や定款変更に際しては、法律上、特別決議を実施することが義務付けられて
います。 

 しかしながら、各種定款変更や解散手続の開始など商業省を通じる申請、登録に関しては、
議決権を有する株主全員の合意および署名が求められています。 

 つまり、この場合、「議決権を行使した株主の３分の２以上」という特別決議の規定にかか

わらず、全株主の同意を要求するに等しい実務がとなっているため、注意が必要です。 

このような法律と実務の乖離を踏まえ、現地パートナーの選定や合弁契約の締結には慎重を

期する必要があります。 

 

［実務上の留意点５］定款の雛形の慎重な検討 

 定款は、会社の憲法ともいうべき非常に重要な法的文書であり、定款の重要性は相当高いと
言えます。 

 ところが、多くの企業が定款の十分な検討を行わず、雛形としてコンサルタント等から渡さ
れた物をそのまま採用するケースが見受けられます。 

 雛形によっては、本来定款にあってはならないはずの条項が含まれていることがあり（過去
には、「会社の債務について株主は全ての責任を負う。」というような会社制度を根本的に否
定するような条項や、資本金の半分に相当する金額の損失が生じた場合には会社は清算されな
ければならないといった条項が実際に採用されていることがありました。）、そのような条項
を会社設立の際に導入しないように細心の配慮が必要といえます。 

(2) 取締役 

 ア 取締役の資格 

18 歳以上の法的能力のある自然人であれば、会社の取締役もしくは執行役員を務めるこ

とができます。定款または規則に別段の資格要件に関する定めがない限り、取締役には株
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主であることの資格要件はありません（会社法 120 条）。また、取締役の国籍要件も特段

存在していません。なお、居住要件については、別途、第３章第２節の新税務登録制度で

説明します。 

なお、カンボジア王国内の公務員は会社の取締役になることはできないと規定されてい

ます（公務員一般法に関する法律 35条）。 

 イ 取締役の選任・解任・任期 

取締役の選任は、株主総会の普通決議によります（会社法 118 条）。他方、取締役の解

任は、株主の過半数の賛成により、株主総会決議を経る必要がない上、決議要件も異なる

ため、注意が必要です（会社法 124条）。 

取締役の任期は、別途定めない限り２年間であり、再任が可能です（会社法 121条）。 

 ウ 取締役の人数 

取締役の人数は、私的有限責任会社においては１名以上、公開有限責任会社の場合にお

いては３名以上必要です（会社法 118条）。 

 エ 取締役の権限・義務 

取締役の権限は定款で定めることができます（会社法 119条）。 

取締役は会社に対して忠実義務および善管注意義務を負います（会社法 289 条）。また、

取締役は、定時株主総会おいて、株主に対して同会計年度の計算書類を提出する義務があ

り（会社法 224 条）、この会計書類の提出に当たっては、取締役による承認と、監査役に

よる報告書の添付が必要です（会社法 226条）。  

 

(3) 取締役会 

カンボジア会社法には、取締役会の設置義務に関する記述はありませんが、取締役会の存在

を前提とした記載がなされています（会社法 88条 5号等参照）。 

取締役会は、原則として、カンボジア国内にて３ヶ月に１度以上開催することが義務付けら

れていますが、定款に規定した場合には、カンボジア国外、書面、電話による取締役会も可能

とされています（会社法 128条）。 

取締役会の定足数は、全取締役の過半数です（会社法 131 条 1 項）。１名の取締役は１議決

権を有し、決議要件は、出席取締役の過半数の賛成とされています。取締役会が開催された場

合、議事録の作成、保存が必要とされています（同条 3項）。 
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取締役会は、書面決議における全取締役過半数の賛成により、委員会を設置することができ

ます（会社法 131 条）。委員会は取締役会の過半数により指名された１名以上の取締役によっ

て構成されます（同条）。 

 

(4) 監査役 

 ア 監査役の設置義務 

会社は、有価証券（株券を含む）の一般公開をしていない等の場合を除き、定時株主総

会普通決議によって、監査役を選任することが義務付けられています（会社法 230 条、229

条）。即ち、株式等を公開していない会社については、監査役を置かないことが認められ

ています（会社法 230条）。 

 イ 監査役の資格 

監査役は、個人または公認された会計事務所において活動する公認会計士である必要が

あります（会社法 88条）。 

 ウ 監査役の任期 

監査役の任期は１年とされており、毎年の定時株主総会において選任する必要がありま

す（会社法 229条）。 

 エ 監査役の義務 

監査役は、会社法において要求される計算書類等について、株主に対して報告を行うた

めに必要と認められる監査を行わなければならず、これに対して取締役、使用人等は監査

役が必要とする会計帳簿等の各種資料・情報を提供しなければなりません（会社法 234

条）。 

 

(5) 会計監査 

以下の３つの基準のうち２つを満たすすべての個人事業主または会社は、「カンボジア公

認会計士・監査士協会（ Kampuchea Institute of Certified Public Accountants and 

Auditors、「KICPAA」）」の監査士リストに登録され、独立性を有している会計監査人によ

る監査を受ける必要があります（会社会計、監査および会計業法に関する法律 16条）。 

・ 年間売上高 30億リエル（約 75万 USドル）以上 

・ 総資産 20億リエル（約 50万 USドル）以上 
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・ 従業員数 100人以上 

   他方、上記要件に該当しない会社については、会計監査を受ける必要は特段ありません2。 

 

 ［図表３ カンボジアと日本における機関の制度比較］ 

 カンボジア 日本 

株主総会 
１人以上の株主（私的有限責任会社

においては 30人まで） 
１人以上の株主 

取締役 
非公開有限会社：１名以上 

公開有限会社：３名以上 

１名以上 

（取締役会設置会社では３名以上） 

取締役会 記載なし 任意的設置機関 

 

監査役（会） 

株式等を一般公開していない会社： 

任意的設置機関 

株式等を一般公開している会社： 

必要的設置機関 

取締役会設置会社においては必要的設

置機関 

 

  

                                                             
2 QIP 取得企業は要件を満たさなくとも、監査を受ける必要がありますので注意が必要です。 
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第５節 進出形態の選択 
 

 カンボジアに進出する主な形態には、①駐在員事務所、②支店、③現地法人、④パートナー

シップ、⑤事業協力契約、⑥個人事業主などの方法があります。この内、①から④については、

カンボジア会社法において規定されています。 

 

図表４ 進出形態の決定 

 

 

［実務上の留意点６］ QIP の適用に関する留意点 

 上記の内、投資法上、適格投資プロジェクト（Qualified Investment Project、以下

「QIP」）の適用があるのは、③現地法人の形態だけであり、その他の進出形態においては適

用されませんので注意が必要です。 

 

１ 進出形態の概要 

(1) 駐在員事務所 

駐在員事務所は、主に本国の親会社の業務関連の連絡、情報収集を目的として設置される法

形式です。 

国内で商品の売買やサービス提供、生産・建設活動などを行うことは認められていません。

会社法 274 条によれば、その業務は市場調査の実施、展示会の開催などに限定されており、現

地従業員との間の雇用契約、賃貸借契約、水道光熱費の契約等を除く契約の主体になることは

できません。 

前述したとおり、駐在員事務所では QIPの適用を受ける事はできません。 
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駐在員事務所は、課税対象となる事業活動が認められていないので、法人税の課税対象とは

なりませんが、従業員給与に対する個人所得税、各種源泉徴収税および年間事業税に対する課

税は行われますので、注意が必要です。 

 ラオス等、他国で採用されている、駐在員事務所に対する期間的な制限・延長制限は、カン

ボジア会社法上は規定されていません。 

 

［図表５ 駐在員事務所に関するまとめ］ 

所在地 カンボジア国内の住所を商業省および租税総局に登録する必要があります。 

駐在員事務所名 親会社の商号と同じある必要があり、親会社の商号の前に「駐在員事務所

（Representative Office）」という名称を入れる必要があります（会社法

276条）。 

権利能力 親会社への紹介を目的とする顧客との接触、商業情報・市場の調査、宣伝活

動、連絡業務、親会社を代理して行う現地顧客との契約に限られます。 

雇用契約、賃貸借契約および水道光熱費の契約を除き、契約主体となることは

できません（会社法 274条、上述のとおり、親会社を代理して行う契約は除き

ます）。 

税務 法人税については対象外、個人所得税、源泉徴収税については課税対象 

 

(2) 支店  

外国会社は、カンボジア国内で支店を通じて事業を行うことができます。 

支店は、独立した法人格を有しておらず、債権債務は本国の会社に直接帰属することになり

ます（会社法 279条）。 

外国会社支店の権利能力は、カンボジア法令により外国企業に対して禁止されている行為を

行わない限りにおいて、内資企業と同様に定期的な物品の販売、製造、加工やサービスの提供

を実施することができると規定されています（会社法 278条）。 

課税に関しては、原則的に現地法人と同様の課税義務を負います。 

前述の通り支店についても、QIPの適用がないので注意が必要です。 
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また、カンボジア法では全ての事業の拠点について登録が必要となりますが、外国会社支店

は国内支店を持つことができず、また、外国会社の支店を複数登録することもできないため、

カンボジア国内において複数の拠点を持って営業を行う予定がある場合には、支店という形態

ではなく、以下で説明する現地法人の形態を採る必要があります。 

［図表６ 支店に関するまとめ］ 

所在地 事業活動を行うカンボジア国内の住所を商業省および租税総局に登録する必要があ

ります。 

支店名 親会社の商号と同じである必要があり、親会社の商号の前に「支店（Branch）」と

いう単語を入れる必要があります（会社法 281条）。 

権利能力 現地法人と同様の権利能力が認められます（会社法 278条）。 

税務 現地法人と同様の納税義務を負います。 

 

(3) 現地法人 

 現地法人の形態は原則的に有限責任会社となります。これはカンボジアに投資する際、最も

用いられる形態で、多くの場合、海外親会社の子会社として設置されています。 

カンボジアにおいては、外国人または外国企業の 100％出資により有限責任会社を設立する

ことができます（会社法 283 条）。有限責任会社への出資比率には、100％カンボジア資本と、

100％外国資本、そして、カンボジアと外国資本の合弁の３種類が存在しています。 

外国人または外国法人が 51％以上の出資を行っている場合には、当該現地法人は「外国法

人」、51%未満の場合には「内国法人」と定義されます（会社法 101条、283条）。 

 なお、額面株式制度を採用しており、最低資本金額は 400 万リエル（約 1,000US ドル3、額面

4,000 リエルの株式を最低 1,000 株発行する必要があります。）となっています（会社法 144

条）。 

 

 

 

                                                             
3 Acquiring Real Property in Cambodia A Legal and Practical Guidebook 42 頁参照 
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［図表７ 現地法人に関するまとめ］ 

商号 固有の商号を設定することが可能です。ただし、利用したい商号が既に存在

する、類似商号とみなされる等の場合には、商業省より認可がおりませんの

で、注意が必要です。 

資本金 会社は１株あたり額面 4,000リエル以上で、最低 1,000株を発行する必要で

すので、最低資本金は、400万リエル（約 1,000USドル、１USドルは約

4,000リエル）です。 

有限責任 有限責任であり、株主の責任は各自出資した資本金の範囲に限定されます

（会社法 285条）。 

所在地 会社はカンボジア国内の所在地を登録する必要があります。 

取締役 私的有限責任外社の場合は１名以上、公開有限責任会社の場合は３名以上の

取締役が必要です。 

取締役は、自然人である必要がありますが、国籍や居住地に関する制限は存

在しないため、全取締役がカンボジア国内に居住していなくても適法です。 

税務 法人税、源泉徴収税、個人所得税、付加価値税（VAT）が課税対象となりま

す。 

 

(4) 清算 

 清算手続については、駐在員事務所、支店、現地法人のいずれについても、商業省及び税務

総局での清算手続を行う必要があり、労働者を雇用している会社については、これらに加えて、

労働省及び NSSF への通知が必要となります。更に、許認可を受けている支店、現地法人につい

ては、上記手続に加えて、管轄官庁に対する通知等の手続が必要となります。 

 商業省及び税務総局での清算手続について、駐在員事務所、支店、現地法人では手続に違い

はありません。いずれに形態であっても、ネックは税務総局による税務調査であり、１年以上

の期間がかかる点、未納税に対するペナルティを含む巨額の追徴課税を課せられる可能性があ

る点が大きな懸念点として挙げられます。清算に関する詳細については、カンボジアにおける

事業閉鎖の手続き集（独立行政法人 日本貿易振興機構、2018）をご参照下さい。 
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［実務上の留意点７］ 現地法人または支店どちらで進出すべきか 

カンボジア進出時において、現地法人、支店での進出どちらがよいかという問題につい

てよく照会を受けますが、下記表の通り、一概回答を導くことは困難です。 

進出の際には、各優位性について、会社の状況や事業内容などを総合的に勘案した上、

進出形態を決定することが必要になります。 

下記表の記号については以下の通りです。 

・ ＞ 現地法人での進出のほうが有利と考えられる場合 

・ ＜ 支店での進出のほうが有利と考えられる場合 

・ ＝ 相違がない場合 
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 現地法人 優位性 支 店 

活動範囲 

（法令で禁止される行為を除き） 

カンボジア内国法人と同様 
＝ 

法令で外国企業に対して禁止されている

行為を除き、内国会社と同様、定期的な

物品の販売、製造、加工やサービスの提

供を実施することが可能 

設立実務 

・定款の作成、認証が必要 

・資本金払込、Bank Confirmation

の提出が必要 

＜ 
・定款の作成不要 

・資本金の振込が不要 

会社法務 

・株主総会の開催（年１回以上） 

・取締役会の開催（３ヶ月に１回） 

・株式譲渡や取締役交代時届出必要 

＜ 
・取締役会などの実施義務なし 

・代表者変更の際には、届出が必要 

QIP適用 適用可能  ＞ 適用不可 

債権債務 

・私的有限責任であり、株主の責任

は各自出資した資本金の範囲に限定 

・現地法人は親会社とは異なる別の

法人格を有するため、親会社はリス

ク回避可能性を有する 

＞ 

・独立した法人格を有しておらず、債権

債務は本国の会社に直接帰属（会社法

279条） 

税務会計4 
・カンボジア国内企業と同様（月

次、年次決算報告義務有り） 
＝ 

・カンボジア国内企業と同様（月次、年

次決算報告義務有り） 

労務 ・労働省への申請や届出が必要 ＝ ・労働省への申請や届出が必要 

拠点展開 ・国内支店の設立が可能 ＞ ・国内支店の設立が不可能 

撤退 

・税務調査以外の手続については、

難易度は高くない 

※解散・閉鎖時に租税総局による税

務調査が実施されるが、解散・閉鎖

時の税務状態によって難易度が変化 

＝ 

・税務調査以外の手続については、難易

度は高くない 

※解散・閉鎖時に租税総局による税務調

査が実施されるが、解散・閉鎖時の税務

状態によって難易度が変化 

                                                             
4 対親会社との関係で現地法人、支店での処理方法が異なります。本点は親会社側の国の税務に精通している専門家

にご確認されることをお勧めします。 
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(4) パートナーシップ 

パートナーシップは、医者、弁護士、会計士など専門家の事業に適した形態です。パートナ

ーシップは複数の関係者間の契約で、一般パートナーシップと限定パートナーシップの２種類

が規定されています。日本の会社法における合名会社が一般パートナーシップ、合資会社が限

定パートナーシップに近い概念となります。 

なお、実務上、パートナーシップという形態が利用されるケースは多くありません。 

 ア 一般パートナーシップ 

一般パートナーシップは、２名以上の自然人または会社が事業を営むために一般パート

ナーシップ契約を締結することにより成立します。各パートナーは共同出資者として利益

を共有し、事業運営を実施することができ、パートナーシップの債務について無限責任を

負います。 

 イ 限定パートナーシップ 

限定パートナーシップは、１名または複数の一般パートナーと、同じく１名以上の限定

パートナーとの間においてパートナー契約を締結することにより成立します。一般パート

ナーは、パートナーシップを運営し、拘束されるのに対して、限定パートナーはパートナ

ーシップの出資分についてのみ拘束を受けます（会社法 72 条）。つまり、限定パートナー

は、出資に応じた金額または資産価値を限度として、責任を負うに留まります。他方、限

定パートナーは、その出資分に応じて利益を受け取り、債務に関しても出資金額もしくは

資産価値を限度としてのみ責務を負います（会社法 64条）。 

 

(5) 事業協力契約（Business Cooperation Contract） 

 事業協力契約は、カンボジア政府または公的機関と共同事業を行い、その事業に出資する代

わりに利益配分を受ける形態をいいます。新たに法人を設立するのではなく、事業活動から収

益を分け合うという形態で、過去、数事例認められています。  

 

(6) 個人事業主（Sole Proprietorship） 

 カンボジアでは法人等を設立せずに商業省での個人事業主の登記が認められています。 

 個人事業主の登記の方が必要書類等は少なく、簡便な側面はありますが、個人事業主の場合、

事業の失敗などの場合に無限責任を負わなければならないというリスクもあります。また、

2016 年に改正された新課税制度下における納税者に該当する場合（第３章第１節１参照）、月

次税務申告が義務化されていますのでご留意ください。 
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［図表８ カンボジアへの進出形態のまとめ］ 

 

形 態 特 徴 長 所 短 所 

駐在員事務所 

・営業活動を行うこと

ができない（ただし、

親会社への紹介を目的

とする顧客との接触・

親会社を代理して行う

現地顧客との契約につ

いては可） 

・本社と同一の法人格 

・社内組織や定款、会計の

簡素化 

 

・法人税の発生なし 

・QIPの適用なし 

・親会社への紹介を目的とす

る顧客との接触、商業情報・

市場の調査、連絡業務、親会

社を代理して行う現地顧客と

の契約行為等、活動が限られ

る 

・課税対象となる事業活動は

認められない 

支店 ・本社と同一の法人格 

・社内組織や定款、会計の

簡素化 

・（禁止業務を除き、）内

国会社と同様の業務を実施

可能 

・QIPの適用なし 

・支店の債務は本社に帰属 

・本社の変更不可 

・国内支店の設置不可 

現地法人 

私的有

限責任

会社 

・株主１名以上 

（株主が１名の場合は

単独株主私的有限責任

会社） 

・取締役１名以上 

・親会社と別の法人格を持

つため、親会社はリスク回

避可 

・株主の責任は払込金額に

限定される 

・QIPの適用あり 

・（禁止業務を除き、）内

国会社と同様の業務を実施

可能 

総会（１年に１回以上）、取

締役会（３ヶ月に１回以上）

開催による事務負担 

公開有

限責任

会社 

・株主１名以上 

・取締役３名以上 

パートナーシップ ２名以上で設立可能 独立性・柔軟性が高い 
・QIPの適用なし 

・利用されるケースは少ない 

事業協力契約 

(BCC) 

政府機関との契約関係

が必要 

政府から恩恵を得られる可

能性あり 

・QIPの適用なし 

・業務範囲が限定されている 

個人事業主  登記費用が相対的に低廉 

・QIPの適用なし 

・無限責任 

・許認可等によっては対象外

となるものもあり 
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第２章 商業省における申請実務 
 

本章においては、商業省での現地法人、支店、駐在員事務所および個人事業主の設立方法に

ついて、それぞれ解説します。 

カンボジアでの商業登記手続は、英米法の影響を受けており、日本の商業登記とは異なりま

す。また、申請に関しては、登記申請書をそのままファイリングするファイリング方式が採用

されていましたが、2015 年 12 月 29 日付のオンラインシステムによる商業記簿における登記に

関する省令第 299 号（2016 年 6 月 24 日付のオンラインシステムによる商業記簿における登記

に関する省令第 213 号によって変更）に基づき、2016 年 1 月 4 日より商業省の商業登記用のオ

ンラインシステムにおいて登記を行うことが義務付けられています。すなわち、カンボジアに

おいて組織、支店、駐在員事務所、個人事業、子会社またはその代理店を有するすべての経営

者および会社は、商業省のホームページ（www.businessregistration.moc.gov.kh）にてオンラ

インによる商業登記を行う必要があります。 

また、2017 年 11 月 1 日付で商業省における事業登録代理人または輸出入代理人の確認に関

する省令第 258 号が発布され、商業省における手続の代行を行うことができる代理人は、商業

省においてトレーニング等を行った登録済代理人に限定されることとなったため、商業省にお

ける申請手続の代行を依頼する際には、代理人選定に留意する必要があります。 

 

第１節 商業省のオンラインシステムでの申請概要 
 

１ オンラインシステムにおけるユーザー設定 

 ユーザー設定は、商号確認・予約および商業登記のための最初のステップです。 

 会社等の設立、商業登記を希望するすべての者は、上記の商業省のホームページにおいてユ

ーザー設定に必要とされるすべての情報を記入し、会社固有のユーザー設定を行わなければな

りません。 

２ 商号予約 

商業登記を希望するすべての者は、当該登記申請を開始する前に、事前に希望の商号に類似

する商号が既に登記されていないか、商号確認を行い、予約する必要があります。この確認申

請は、商業省のオンラインシステムにて実施されなければなりません。 

商業確認・予約の基本的な流れとして、まず、会社の種類等を選択し、商号のクメール語表

記および英語表記を記入し、確認を行う必要があります。必要書類の提出は、基本的に不要と

されていますが、要求される場合があるため、注意が必要です。 
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なお、当該申請には予約費用が必要となります。上述のホームページに会社の商号等の情報

を入力・送信すると、商号予約費用の支払いページが表示されますので、当該ページの手続に

従ってオンライン上で予約費用の支払いを行う必要があります。 

商号予約費用の支払いが完了し、予約申請の承認を受けた商号は、承認日から３ヶ月間予約

され、当該期間経過後も、再度、商号予約費用を支払えば、もう３ヶ月間、予約期間を延長す

ることができます。 

商業登記に関する関連法令では、商号予約に要する期間について定められていませんが、実

務的に３日から１週間程度で完了します。 

なお、上記商業省のホームページでは、会社の商号、予約中の商号または審査されている商

号等を検索することも可能です。 

３ 必要書類の準備・提出 

商号確認（予約）を行った後、必要情報を記入した各種申請資料および必要書類を添付して、

商業登記申請を行う必要があります。詳細は、第２節２オンライン登記の必要書類をご参照く

ださい。なお、仮に自らオンラインシステムにおいて登記申請を行うことができない場合、直

接商業省に出向き、商業登記の監督公務員に行ってもらうことができます（省令第 213 号第 2

条）。 

４ 登記費用の支払い 

 すべての必要情報および書類が提出された場合、オンラインシステムにおいて当該申請に関

する登記費用の支払いページが表示され、表示された手続に従ってオンラインによる登記費用

の支払いを行う必要があります。 

上記のとおり、すべての書類の提出および登記費用の支払いが完了した場合、登記されたメ

ールアドレスに、適宜、以下の登記申請に関する進捗の通知が送信されます。 

1． 登記申請が完了されたこと 

2． 登記申請が内部審査されていること 

3． 登記申請が審査され、承認されたこと 

4． 登記申請が差し戻されたこと（この場合、再度の申請を行うことが可能ですが、15 日以

内に再度の申請を行わなければ、システムによって自動的に申請行為が解除されること

になるため、注意が必要です。） 

5． 登記申請が却下されたこと（本却下は、最終決定となるため、再度の申請を行うことは

できません。） 

6． 登記申請が承認された場合の商業登記証明書の発行および会社詳細情報の発行 
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 上記申請完了後、承認までに、要する期間は、商業省より送信されるメールに「１日から３

日間程度」と記載されていますが、実務上、この期間内での登記完了は極めて稀な状態となっ

ています。 

 一般的な承認までの流れは、以下図表９のとおりです。 

［図表９ オンラインシステムにおける商業登記手続の流れ］ 

  

投資決定 

QIP 対象外 

駐在員事務所 支店 現地法人 パートナーシップ 個人事業 

オンラインシステムでの商業登記申請 

ユーザー設定 

照合確認 
商号予約費用の支払いあり 

各種会社の登記申請開始 

必要情報入力・書類添付 

オンラインによる登記費用支払い 

商業省における内部審査 

商業登記承認・証明書発行 
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［実務上の留意点８］ 商業登記完了までに時間を要する理由 

 上記手続については、所要期間が通知されていますが、実務的には守られていないケースがほ

とんどです。 

 オンライン手続となっても、各手続について商業省の内部で様々な関係者の承認が必要である

うえ、担当者の数が足りていないこともあり、手続は遅延してしまっているのが現状です。 

 

５ 定款 

定款は、カンボジア語で作成する必要があります。英語版も併せて申請することが可能です

が、公式な書面はカンボジア語ですので、注意が必要です。 

定款とは、会社設立の際に商業省に提出する会社の基本的な内部規則を意味しますが、以下

の事項を明記することが義務付けられています（会社法 93条）。 

定款への必要記載事項 

会社の商号 

カンボジア国内の事務所所在地 

事業の目的と範囲 

資本金総額 

株式の種類、発行株式総数、１株あたりの額面価格およびその他株式に関する情報 

各株主の氏名と住所 

取締役の人数、氏名、住所 

 

定款については、通常、一般的に商業省からはサンプルが提供されますが、担当者に

よってサンプルの内容が異なるということがありますし、会社にとって不利な内容が含

まれていることも多々あるので、事前に専門家に確認されることをお勧めします。 

また、商業省との交渉によっては、自社で作成した定款の承認を得ることも可能です。

ただし、商業省の担当者の事務処理能力の観点から、定款の承認を受けるのに時間を要

することがあるため注意が必要です。 

  



 

26 

Copyright©2020 JETRO All rights reserved. 禁無断転載 

第２節 現地法人の登記申請手続 
 

１ 商号確認 

上記第１節２のとおり、会社設立に際して、商号の確認が最初の重要な手続となります。 

利用したい商号が既に存在する場合、それに代わる商号を提示する必要があります。商業省

は、他社で既に使われている商号、類似する商号、公序良俗に反する商号もしくはその他不適

切な商号の場合、登記を拒否することができます（会社法 92条）。 

 商号調査に関する費用は、商号一つあたり４万リエル（約 10US ドル）（なお、銀行手数料は

送金毎に別途）となっています。上述のとおり、同費用は、オンラインシステム上で支払われ

る必要があり、メールにて商業省からの領収書が発行されます。さらに、商号の確定後は３ヶ

月間、当該商号の予約を保持することが可能です（経済財政省令 No.659EF、経済財政省通達 No. 

1971MOC）。 

２ オンライン登記の必要書類  

省令第 213 号に定める会社登記のための申請書類は、以下の通りです。但し、実務上追加的

書類を要求される場合もありえます。ご留意ください。 

（i） 賃貸借契約書、郵便書類等の住所確認書類 

（ii） 定款 

（iii） 株主および取締役の IDカードまたはパスポート 

（iv） 株主および取締役全員の証明写真（4 cm×6 cm） 

（v） 商事、民事または刑事事件において罰則が科されたことのないことに関する取締役の宣誓 

（vi） 株主が法人である場合： 

- カンボジア法令に従って認証された親会社の商業登記に関する法的文書 

- 会社設立および株主である法人の授権代表者の任命に関する総会決議 

（vii） 会社は、オンラインシステム上で商業登記証明書が発行された日から 30 日以内に、商

業省の商業登記局に以下の書類を提出しなければなりません。 

- 定款の原本 2通 

- 株主が法人である場合：会社設立および株主である法人の授権代表者の任命に関する総会決

議の原本１通 

- カンボジア公認銀行発行の Bank Confirmation 

上記(ⅶ)について、商業登記局において 30 日以内に定款の原本が受領されなかった場合、商

業省は、当該登記申請を否認し、取り消すことができるため、注意が必要です。 
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［実務上の留意点９］ 払込資本金額について 

 現在の実務では、商業省による資本金の払い込みに関するチェックは行われておらず、資

本金残額の払い込みについては、登記完了後に口座に振り込む等によって対応することが可

能とされています。 

 

３ 登記申請の開始および記入・提出方法 

上記のとおり、商業登記は、商業省のホームページ上で行わなければなりません。具体的に

は、以下のとおり、申請を行うものとされています。 

a) 登記申請の開始 

 登記申請は、下記のページから開始することができます。 

 

b) 一般情報の記入および書類添付 

上記 a)のページにおいて会社設立（Incorporate a Private Limited Company）をクリッ

クすると、最初のステップである一般情報の記入ページが表示されます。当該ページにおい

て会社の一般的な情報を記入し、必要書類を提出する必要があります。具体的には、以下の

ページのとおりです。 

 



 

28 

Copyright©2020 JETRO All rights reserved. 禁無断転載 

c) 住所および連絡先の記入 

 次は、住所および連絡先の情報を記入する必要があります。具体的には、以下のページの

とおりです。 

 

d) 取締役情報の記入 

次のステップは、取締役の情報に関する記入です。具体的には、以下のページのとおりで

す。 

 

e) 株および株主情報の記入 

 登記申請では、株式および株主の情報も記入する必要があります。以下のページのとおり、

株式の種類、登記株の金額や株主の情報を記入します。 
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f) 最終確認 

 上述のとおり、登記会社の一般情報、住所、取締役の情報、株式および株主の情報が記入

され、必要書類が添付された後、最終確認のページが表示されることになります。同ページ

では、記入された情報や添付書類に不十分な点がないかについて確認され、システムにて提

出されるものとされています。具体的には、以下のページのとおりです。 

 

g) 登記費用の支払い 
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上記のとおり、登記申請に関するすべての情報および書類が提出された後、登記費用の支

払いに関するページが表示され、当該ページからオンラインで支払いを行うことになります。

登記費用は 168 万リエル（約 420US ドル）となっています（Joint Prakas No. 1643, date: 

16 December 2014 on amendment of public service of attached annex table of Joint 

Prakas No. 985, date: 28 December 2012 on the public service fee under Ministry of 

Commerceを参照。）。詳細な手続は、以下のページのとおりです。 

 

登記費用が支払われた後、以下のページのとおり、登記費用の支払いの確認に関するペー

ジが表示され、当該費用の領収書が発行されます。 

 

h) 登記申請の状況確認 

上述のとおり、登記申請に関するすべての情報および必要書類が提出され、登記費用の支

払完了後、商業省内部で登記申請が審査されることになります。 
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申請者は、オンラインで自己の会社登記の進捗状況を確認することができます。具体的に

は、以下のページのとおりです。 

 

４ 商業登記の監督公務員によるオンライン登記申請 

 上記第２章第１節３のとおり、申請者は、自らオンラインによる登記申請を行うことができ

ない場合、所定の申請書および必要書類を直接商業省に提出し、商業登記の監督公務員による

申請を求めることができます。 

５ 商業登記証明書の発行 

 登記申請が承認された後、商業登記証明書および会社の詳細がオンラインシステム上で発行

されます。当該証明書等は、オンラインシステム上で請求を行えば、指定のメールアドレスに

送信されることとなっており、簡易に入手することができます。 
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第３節 外国会社の登記申請手続 
 

外国会社に関する商業省のオンラインシステムにおける登記申請の手続は、現地法人の申請

手続とほぼ同様です。外国会社は、支店または駐在員事務所の形式で登記を行うことができま

す。具体的には、以下のとおりです。 

１ 商号確認 

上記第１節のとおり、外国会社の開設に際して、まず商号を確定する必要があります。 

外国会社設立の場合における商号確認に関する費用は、現地法人の設立と同様で商号一つあ

たり４万リエル（約 10US ドル）となっています。同費用は、オンラインシステム上で支払われ

る必要があり、メールにて商業省発行の領収書が発行されます。さらに、商号の確定後３ヶ月

間、当該商号を保持することが可能です（経済財政省令 No.659EF、経済財政省通達 No. 

1971MOC）。 

原則的として、支店の場合には、親会社名の前に「Branch of」という名称、駐在員事務所の

場合、「Representative Office of」という文言が付されることになります。以前は、交渉に

よって、その他名称（例えば、Liaison Office や末尾に Cambodia を追記等）が認められてい

ましたが、現在、システム上にこのような記載は認められません。 

２ オンライン登記のための必要書類 

 外国会社登録のための申請書類は、以下のとおりです。 

（i） 賃貸借契約書、郵便書類等の住所確認書類 

（ii） カンボジア法律に従って認証された親会社の商業登記に関する法的文書 

（iii） 子会社または駐在員事務所の設立および代表の任命に関する総会決議 

（iv） 代表者の写真（4cm × 6cm） 

（v） 支店または駐在員事務所代表者のパスポート 

（vi） 商事、民事または刑事事件において罰則が科されたことのないことに関する代表者の宣誓 

３ 登記申請の開始および記入・提出方法 

上記のとおり、外国会社の登記は、オンラインで行われなければなりません。具体的には、

以下のとおり、申請を行うものとされています。 

a) 登記申請の開始 

外国会社の登記申請は、下記のページから開始することになります。 
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b) 一般情報の記入および書類添付 

上記の a)のページから外国会社の登録（Register Foreign Company）をクリックすると、

一般情報の記入ページが表示されますので、当該ページにおいて外国会社の一般的な情報を

記入し、必要書類を提出する必要があります。具体的には、以下のページのとおりです。 

 

c) 親会社の情報の記入 

外国会社の登記申請につき、親会社の情報を記入する必要があります。本項では、以下の

ページのとおり、親会社の名称の情報を記入します。 
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d) 住所情報の記入 

 次は、住所情報を記入する必要があります。具体的には、以下のページのとおりです。 

 

e) 取締役の情報の記入 

 外国会社の登記申請において、取締役の情報を記入する必要があります。具体的には、以

下のページのとおりです。 
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f) 最終確認 

上記の a)から e)までのすべての情報記入および書類の添付が完了された後、下記の最終確

認のページが表示されます。同ページにおいてすべての記入情報および添付書類を最終的に

確認した上、システム上で提出することになります。 

 

g) 登記費用の支払い 

上記のとおり、外国会社の登記申請に関するすべての情報および書類が提出された後、登

記費用の支払いに関するページが表示されるので、当該ページからオンラインで支払いを行

うことになります。外国会社の登記費用は 168 万リエル（約 420US ドル）となっています

（上記省令第 1643号を参照）。登記費用に対する領収書は、オンラインで発行されます。 
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h) 登記申請の状況確認 

上記のとおり、登記申請の情報および書類が提出され、登記費用の支払いが完了した後、商

業省内部で登記申請が審査されることになります。申請者は、オンラインにて自己の会社登記

の進捗状況を確認することができます。 

 

４ 商業登記の監督公務員によるオンライン登記申請 

 上記第２章第１節３のとおり、申請者、自らオンラインによる登記申請を行うことができな

い場合、所定の申請書および必要書類を直接商業省に提出し、商業登記の監督公務員による申

請を求めることができます。 

 

５ 商業登記証明書の発行 

登記申請が承認された後、子会社または駐在員事務所の登記証明書および会社の詳細がオン

ラインシステム上で発行されます。当該証明書等は、オンラインシステム上でリクエストすれ

ば、指定のメールアドレスに送信されますので、簡単に入手することができます。 
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第４節 パートナーシップの登記申請手続 
 

パートナーシップの登記申請も、有限責任会社および外国会社と同じく、商業省のオンライ

ンシステム上で行わなければなりません。なお、外資系企業の場合におけるパートナーシップ

の登記申請は、あまり事例がないため注意が必要です。具体的な申請の流れは以下の通りです。 

１ 商号確認 

上記第１節２のとおり、パートナーシップの登記に際して、商号の確認が最初の重要な決定

事項となります。当該商号確認に関する費用は、商号一つあたり 4万リエル（約 10US ドル）で

す（上記省令第 659号）。 

２ オンライン登記のための必要書類 

パートナーシップ登記に関する申請書類は、以下のとおりです。 

（i） 賃貸借契約書、郵便書類等の住所確認書類 

（ii） パートナーシップ設立に関する合意書 

（iii） パートナーおよび管理者の IDカードまたはパスポート 

（iv） 写真（4cm × 6cm） 

（v） 商事、民事または刑事事件において罰則が科されたことのないことに関する管理者の宣誓 

（vi） パートナーが法人である場合 

- カンボジアの法令に従って認証された親会社の商業登記に関する法的文書 

- パートナーシップ設立およびパートナーである法人の代理人の任命に関する総会決議 

（vii） オンラインシステム上で商業登記証明書が発行された日から 30 日以内に商業省の商業登

記局に以下の書類を提出しなければなりません。 

- パートナーシップ設立に関する合意書の原本２通 

- パートナーが法人である場合のパートナーシップ設立およびパートナーである法人の授

権代理人の任命に関する総会決議の原本１通 

 上記（ⅶ）について、商業登記局において 30日以内にパートナーシップ設立に関する合意書

の原本が受領されなかった場合、商業省は、当該登記申請を否定し、取り消すことができるた

め、注意が必要です。 

３ 登記申請の開始および情報記入・書類提出方法 

 パートナーシップの登記につき、上記２の申請書類を準備した上、商業省のオンラインシス

テム上で申請しなければなりません。具体的には、以下のとおり、申請を行うものとされてい

ます。 

a) 登記申請の開始 

 パートナーシップの登記申請は、以下のページから開始することができます。 
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b) 一般情報の記入および書類の添付 

 上記 a)のページのとおり、一般パートナーシップまたは限定パートナーシップ登記

（Register a General Partnership または Register a Limited Partnership）をクリック

すると、登記申請のための情報記入や書類の添付のページが表示されることになります。登

記申請の最初のページは、パートナーシップの一般情報について記入するものになります。

具体的には、以下のページのとおりです。 

 

c) 住所および連絡先の記入 

 第２のステップでは、住所および連絡先等について記入する必要があります。具体的には、

以下のとおりです。 
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d) パートナー情報の記入 

 次は、パートナーの情報について記入する必要があります。同ステップでは、まずパート

ナーの種類を選択し、パートナー個人情報を記入しなければなりません。具体的には、以下

のページのとおりです。 

 

e) 管理者情報の記入 

 パートナーシップにおいてパートナー以外に管理者が存在する場合、当該管理者に関する

情報を記入する必要があります。具体的には、以下のページのとおりです。 
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f) 最終確認 

 上記の a)から e)までの情報が記入され、必要書類の添付が完了された後、これらの情報お

よび書類の最終確認に関するページが表示されます。同ページにおいて、すべての情報およ

び書類について不十分な点がないか確認した後、オンラインシステム上で提出することにな

ります。具体的には、以下のとおりです。 

 

g) 登記費用の支払い 

 上記のとおり、パートナーシップの登記申請に関するすべての情報および書類が提出され

た後、登記費用の支払いに関するページが表示され、当該ページからオンラインによる登記

費用の支払いを行うことになります。登記費用は、168 万リエル（約 420US ドル）となって

います（上記省令第 1643 号）。当該登記費用の支払いが支払われた後、オンラインにて同支

払いに関する領収書が発行されます。 



 

41 

Copyright©2020 JETRO All rights reserved. 禁無断転載 

４ 商業登記の監督公務員によるオンライン登記申請 

 上記第２章第１節３のとおり、申請者は、自らオンラインによる登記申請を行うことができ

ない場合、所定の申請書および必要書類を直接商業省に提出し、商業登記の監督公務員による

申請を求めることできます。 

５ 登記申請の進捗状況および商業登記証明書の発行 

 上述のとおり、パートナーシップの登記申請に関するすべての情報および必要書類が提出さ

れ、登記費用の支払いが完了した後、商業省内部で登記申請が審査されることになります。申

請者は、オンラインシステム上で自己の登記進捗状況を確認することができます。 

 さらに、パートナーシップの登記申請が承認された後、オンラインシステム上で商業登記証

明書および会社の詳細が発行されます。当該証明書などは、オンラインシステム上でリクエス

トすれば、指定のメールに送信されます。 
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第５節 個人事業の登記申請手続 
 

個人事業の登記申請についても、有限責任会社および外国会社と同じく、商業省のオンライ

ンシステム上で行わなければなりません。ただ、個人事業主に関しては実務上、商業省におけ

るオンラインシステムが利用される場合は少なく、市・州の商業省部門における届出を行うこ

とが一般的となっています。なお、このような場合においては、商業省のシステム上では個人

事業の商号が登記されていないため、商号が保護されない可能性があることにご留意ください。 

オンラインシステムにおける個人事業の登記申請は、具体的に以下の流れの通りです。 

１ 商号確認 

 上記第１節２のとおり、事前にオンラインシステム上で事前に商号確認を行う必要がありま

す。商号確認の費用は、商号一つあたり 40,000 リエル（約 10US ドル）です。同費用の支払い

は、オンラインシステム上で行われる必要があり、同システム上で領収書が発行されます。 

２ オンライン登記のための必要書類 

 個人事業登録のための申請書類は、以下のとおりです。 

（i） 賃貸借契約書、郵便書類等の住所確認書類 

（ii） 事業主の IDカードまたはパスポート 

（iii） 事業主の写真（4cm × 6cm） 

（iv） 事業主のパスポート 

（v） 商事、民事または刑事事件において罰則が科されたことのないことに関する事業主の宣誓 

３ 登記申請の開始および情報記入・書類提出方法 

個人事業の登記についても、上記２の申請書類を準備した上、商業省のオンラインシステム

上で申請を行うことになります。具体的には、以下のとおり、申請を行うものとされています。 

a) 登記申請の開始 

 事業主の登記申請は、以下のページから開始することができます。 
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b) 一般情報の記入および書類の添付 

 上記 a)のページのとおり、個人事業の設立（Incorporate a Sole Proprietorship）をクリ

ックし、登記申請のための情報記入や書類の添付のページが表示されることになります。そし

て、登記申請の最初のページは、個人事業の一般情報について記入するものになります。具体

的には、以下のページのとおりです。 

 

c) 住所および連絡先の記入 

 第２のステップでは、住所および連絡先等について記入する必要があります。具体的には、

以下のとおりです。 

 

d) 事業主情報の記入 

 次は、事業主の情報について記入する必要があります。具体的には、以下のページのとお

りです。 
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e) 最終確認 

 上記の a)から d)までの情報が記入され、必要書類の添付が完了した後、これらの情報およ

び書類の最終確認に関するページが表示されます。同ページにおいて、すべての情報および

書類について不十分な点がないか確認した後、オンラインシステム上で提出することになり

ます。具体的には、以下のとおりです。 

 

f) 登記費用の支払い 

 上記のとおり、個人事業の登記申請に関するすべての情報および書類が提出された後、登

記費用の支払いに関するページが表示されるので、当該ページからオンラインによる登記費

用の支払いを行わなければなりません。登記費用は、30 万リエル（約 75US ドル）となって

います（上記省令第 1643 号）。当該登記費用の支払完了後、オンラインにて同支払いに関す

る領収書が発行されます。 
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４ 商業登記の監督公務員によるオンライン登記申請 

 上記第２章第１節３のとおり、申請者は、自らオンラインによる登記申請を行うことができ

ない場合、所定の申請書および必要書類を直接商業省に提出し、商業登記の監督公務員による

申請を求めることができます。 

５ 登記申請の進捗状況および商業登記証明書の発行 

 上述のとおり、個人事業の登記申請に関するすべての情報および必要書類が提出され、登記

費用の支払いが完了した後、商業省内部で登記申請が審査されることになります。申請者は、

オンラインシステム上で自己の登記進捗状況を確認することができます。 

 さらに、個人事業の登記申請が承認された後、オンラインシステム上で商業登記証明書およ

び会社の詳細が発行されます。当該証明書などは、オンラインシステム上でリクエストすれば、

指定のメールに送信されます。 
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第３章 租税総局における申請実務 
  

本章においては、カンボジアでの税務登録方法について、解説します。税務登録手続は、

「税法（Law on Taxation）」、「税務登録に関する省令（Prakas of Tax Registration）」や

その他租税総局（GDT）発行の関連細則や通達によって規定されています。 

 

第１節 税務署における申請概要 

 

2016 年に改正された新課税制度下における納税者に該当するすべての会社は、商業省におけ

る商業登記承認日から 15 日以内に租税総局にて税務登録を行う必要があります。さらに、税務

登録を申請する際に、租税総局もしくは会社所在地を管轄する所轄税務署において、パテント

税（Patent Tax）および付加価値税（VAT）の納税者登録を実施し、パテント証明書および税務

登録番号（VAT TIN番号）を入手する必要があります。 

カンボジアにおける税務登録申請書類や納税金額は、課税制度の分類によって異なります。

従来、カンボジアにおける課税制度は、実態課税制度および推定課税制度に分類されていまし

たが、2015 年 12 月 17 日付の 2016 年度の財政管理に関する法律第 10 条に基づいて、実態課税

制度に一元化されました。現在、実態課税制度下の納税者は、小規模納税者、中規模納税者お

よび大規模納税者の３種類に分類されています。また、税務登録申請書類および納税金額は、

各納税者の種類によって異なります。 

本節では、まず新課税制度下における納税者の種類について説明し、その後、各種類の税務

登録手続並びにパテント税および付加価値税の納税登録について解説します。 

手続の流れは、図表 10の通りです。 
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［図表 10 税務登記申請フロー］ 

 

 

１ 新実態課税制度下の納税者の種類 

 上述のとおり、カンボジアにおける課税制度は実態課税制度に一元化されました。2015年 12

月 25日付租税総局の実態課税制度下の納税者の分類に関する省令第 1819号によれば、納税者

は、小規模納税者、中規模納税者および大規模納税者という３つの種類に分類されています。

具体的には、以下のとおりです。 

a) 小規模納税者 

 小規模納税者は、以下の事項に該当する個人事業またはパートナーシップとされています。 

- 年間売上高が 2.5億リエル（約 62,500USドル）から 7億リエル（約 175,000USドル）で

あること 

- ３ヶ月連続での売上高が 6000万リエル（約 15,000USドル）以上であること 

- 今後の３ヶ月連続の売上高が 6000万リエル（約 15,000USドル）以上だと予想されること 

- 商品およびサービス等の提供に関する入札、見積もりまたは調査に参加すること 
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b) 中規模納税者 

 中規模納税者は、以下に該当する組織とされています。 

- 7億リエル（約 175,000USドル）から 20億リエル（約 500,000USドル）の年間売上高を

有する企業 

- 法人として登記された企業 

- 地方自治体、協会および非政府組織 

 

c) 大規模納税者 

 大規模納税者は、以下に該当するものと考えられています。 

- 20億リエル（約 500,000USドル）以上の年間売上高を有する企業 

- 外国会社の支店および駐在員事務所 

- QIPとして登録された企業 

- 政府機関、外交および領事館、国際機関およびその代理機関 

２ 租税総局における税務登録  

上記１のとおり、新実態課税制度における小規模納税者、中規模納税者および大規模納税者

に該当するすべての会社、パートナーシップおよび個人事業主は、上述の通り商業省関連書類

を租税総局に提出して、税務登録を行う必要があります。 

税務登録制度については、2014 年 10 月 9 日発行の税務登記に関する経済財政省令 No.1139

（2016 年 4 月 6 日付税務登録に関する経済財政省令第 496 号によって修正）および同年 10 月

20 日発行の経済財政省通達 No. 3388 により変更されています。新制度についての詳細は、第

２節で解説します。 

３ パテント税の納付、パテント証明書の発行 

上記のとおり、新実態課税制度下の納税者に該当し、新規に税務登録を行うすべての企業・

会社は、パテントの登録および納付を行い、パテント証明書を入手する必要があります。 

パテント税は、納税者の種類およびその売上高に基づいて納税者の事業活動に対して課税さ

れる税金です（2015 年 12 月 25 日付パテント税の回収管理のルールおよび手続に関する経済財

政省令第 1821号第 4条）。 

そして、パテント税は、以下のルールに基づいて納税されなければなりません。 

- 複数の事業活動を有する納税者は、それぞれの事業活動についてパテント税を支払わなけ

ればなりません。主要事業活動を補助するその他の活動は、主要事業活動に含まれるもの

とみなされます。 
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- 同様の事業活動につき、異なる複数の場所（市または県）において支店、倉庫、工場、ま

たは工場を有する納税者は、当該市または県においてそれぞれのパテント税を支払わなけ

ればなりません。同じ市または県内において複数の支店、倉庫、工場、または工場を有す

る場合においては、別途パテント税を支払う必要はありません。 

パテントの登録および納税の申請手続に関しては、まず、租税総局発行の税務登録申請書

（末尾参考資料１）に必要情報を記入した上でこれを提出し、租税総局にてパテント税を納付

する必要があります。基本的には、新規税務登録申請と同時に行われます。さらに、パテント

税の納付金額は、上記の納税者の種類および事業活動の数により異なります。具体的には、以

下のとおりです。 

- 小規模納税者の納税金額は、4万リエル（約 100USドル） 

- 中規模納税者の納税金額は、120万リエル（約 300USドル） 

- 大規模納税者の納税金額は、20 億リエルから 100 億リエルの売上を有する場合は 300 万

リエル（約 750US ドル）、100 億リエル以上の売上を有する場合は、500 万リエル（約

1,250USドル） 

パテント税の納税後にパテント証明書が発行されることになりますが、基本的には、上記税

務登録および VAT 登録が完了し、税務登録証明書（税務登録カード）および VAT 登録証明書の

発行と同時に発行されています。 

 

［実務上の留意点 10］ パテントに関する諸問題の発生 

上述の通り、事業者は、その事業活動の内容に応じてパテント税を支払わなければならな

いため、取得予定のパテントが当該事業活動をカバーしているか否かが問題となります。 

この点、2015年に税務総局によって具体的な事業区分が導入される以前は、できるだけ少

ないパテントでできるだけ多くの事業をカバーできるよう、パテントに表示される事業目的

を抽象的な文言で設定することが可能でした。しかし、具体的な事業区分の導入後は、文字

通り、事業内容が細分化され、細分化された事業内容ごとにパテントを取得する必要があり

ます。 

例えば、以前は「貿易（Import and Export）」、「コンサルティング（Consulting）」

という記載での登録が認められていましたが、現在は、貿易ではどのような物品を輸出入す

るのか、コンサルティングではどのようなコンサルティング業務を提供するのかなど、具体

的な文言を入れ、物品・コンサルティングの内容ごとにパテントを取得する必要がありま

す。 

この点につき、税務調査時等の機会において、請求書と登録しているパテントの事業目的

内容が一致しない場合、当該取引に関連して税務署からパテントの追加取得を要求される事

例が見受けられます（指摘内容はかなり恣意的です）。具体的な指摘内容には、以下のよう
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なものがあります。 

・請求書の発行年から遡ってパテントの取得要求 

・未納のパテント税に対する追徴課税の要求 

・月次税務申告書類が受理されない 

 上記のような事態に直面しているケースがありますので、パテント登録における事業目的

内容の選択には、注意が必要です。 

 

４ 付加価値税の登録（VAT 登録）、VAT 証明書の発行 

上記パテント税の登録・納付に加えて、新実態課税制度下の納税者に該当するすべての会社

は、VAT の登録を行う必要があります（税法 59 条、60 条、付加価値税に関する政令第 2条）。

対象事業者は、業務開始時点もしくは納税者が課税対象者となってから 30 日以内に VAT 登録を

行う必要があります。実際の運用上は、前述の税務登録、パテント税の納付と同時に VAT 登録

も行うケースが一般的となっています。 

VAT の登録申請手続に関しては、まず租税総局の所定の税務登録申請書（末尾参考資料１）

に必要情報を記入し、税務登録申請と共に租税総局に提出する必要があります。さらに、基本

的に、VAT 証明書は、前述の税務登録手続が完了し、税務登録証明書、パテント証明書の発行

と同時に発行されています。 
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第２節 新税務登録に関する概要 
 

上述の通り、2014 年 10 月 9 日発行の税務登録に関する経済財政省令 No.1139（2016年 4月 6

日付税務登録に関する省令第 496 号によって修正）および同年 10 月 20 日発行の経済財政省通

達 No. 3388 により、徴税強化を目的として、税務登録の制度が変更されています。本規定はカ

ンボジア国内で事業を行うすべての事業者（法人、個人を含む）に適用されます。 

上記省令第 496 号第 6 条によれば、税務登録義務を有するすべての者は、所定の税務登録申

請書の記入および必要書類の準備の上、直接税務署において申請を行うか、オンラインで登録

申請を行うことができます。なお、実務的には、オンラインにおいて登録申請を行ったとして

も、直接税務署において必要書類等を提出する必要があり、下記のとおり取締役会議長や事業

主の National Tax School への出頭が必要となっているため、オンラインによらないで登録申

請を行うことが一般的となっています。 

以下、新制度における税務登録申請手続について、解説します。 

１ 会社等の代表者の出頭義務 

今回の制度変更における最も重要な変更点は、取締役会議長又は会社のオーナー（上記省令

第 496 号第 7 条）が税務登録のために National Tax School に出向き、顔写真の撮影および指

紋の登録を行う必要があることです。なお、外国人である取締役会議長や会社のオーナーがカ

ンボジア国外に住居し、出頭することが困難な場合、取締役会のその他のメンバーに委任する

ことができる場合があります。ちなみに、National Tax School に出頭する際には事前予約な

どは必要とされていません。所要時間は、National Tax School 内の混雑具合によりますが、

現状では 10分から１時間程度で完了する場合が通常です。 

本手続が完了されなければ、パテント証明書、VAT 証明書、税務登録証明書（税務登録カー

ド）等の税務登録関係の書類が発行されませんので、注意が必要です。 

 

２ 新税務登録手続の流れ 

 上記省令496号5条によれば、商業省での登記完了後（実務上、定款への商業省による押印日

から）15営業日以内に、税務登録申請手続を開始する必要があります。 

 実務上、税務登録申請手続の流れは、以下図表11のとおりです。 
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［図表 11 具体的な新税務登録手続の流れ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 新税務登録に関する必要書類 

上記の税務登録申請に関連して必要となる書類は以下の通りです。以前の税務登録より提出

する書類が増加していますので、注意が必要です。 

（i） 租税総局発行の所定の申請フォーム（末尾参考資料５） 

（ii） 商業登記証明書等の各種証明書類の原本 

（iii） カンボジア公認銀行発行の銀行 Bank Conformation 

（iv） 代表者のパスポートおよび商用ビザの写し（署名が必要） 

（v） 代表者の証明写真（3.5cm×4.5cm、裏面に代表者の署名が必要） 

（vi） 代表者の居住証明の原本 

（vii） 事務所賃貸契約書の写し 

（viii） 事務所オーナーが支払っている固定資産税の納税証明書の写

し 

 

  

商業省における登記手続完了 

銀行口座開設 

Bank Confirmation の取得 

National Tax School での基本情報の登録 

登録費、登録税、パテント税の支払い 

National Tax School での取締役会議長又は 

会社オーナーの指紋登録及び写真撮影 

National Tax School への必要書類の提出 

税務登録手続完了 

証明書等の登録事務所所在地への配達 

担当官による事務所の写真撮影等 
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［実務上の留意点 11］ 居住証明提出の要否 

居住証明については、以前、その様式をめぐって様々な問題がありましたが、現在は実務

上、海外に居住しており、現地における居住証明書を取得できない場合には、海外に居住し

ている旨を記載した書面を事業者が作成し、税務局に提出することによって居住証明と認め

られています。 

 

［実務上の留意点 12］ バーチャルオフィスやアパートメントでの登録の可否・懸念事項 

実務上、バーチャルオフィス（事務所としては実体がなく、事務所住所のみ借りるケー

ス）を住所として用いる手法による各種登録は認められています。しかしながら、バーチャ

ルオフィス設置に関する懸念事項として以下の事項が挙げられます。 

ア 税務リスク 

実体がないため、業種によっては、監査の際に指摘を受ける可能性があります。例え

ば、貿易事業者の場合、監査の際に仕入物品や固定資産のチェックが事務所で行われる可

能性があるため、その際の指摘リスクが残ります。 

また、賃料がゼロもしくは低額すぎる場合においては、税務署から賃料に対する源泉徴

収税（10％）のみなし課税が適用されたケースがあります。 

イ 転貸リスク 

バーチャルオフィスの場合、ほとんどのケースが転貸という形態となります。転貸人が

倒産したり、大元の賃貸借契約が終了したりした場合、登録住所の権利関係が不確定とな

り、事務所住所の変更が余儀なくされる可能性があります。その場合において、各種登録

変更にかかる費用負担のリスクが残ります。 

 

次に、アパートなど集合住宅の一室を所在地として法人登記を進める場合についてです

が、この場合においては、デスクやパソコン等事務所としての最低限の外観を備えるよう求

められる事例や、稀ですが、商業省もしくは租税総局またはその両方で登録を拒否される事

例が発生しております。 

会社の住所登録をアパート物件で進めようとする場合、物件のオーナーが固定資産税を払

っていない場合や、オーナーが納税証明書を開示しない場合もあるため、賃貸借契約締結の

前に会社登記の可否について確認をすることが重要です。 

 

４ 新税務登録に関する必要情報 

  

税務登録に関する申請書には以下の情報を記入する必要があります（付録参考資料１参照）。 
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＜株主および取締役に関する情報＞ 

（i） 親会社の代表メールアドレス 

（ii） カンボジア国内の住所 

（iii） 会社からの給与額 

（iv） 個人のメールアドレスおよび電話番号 

（v） 代表者の住所の月次賃料 

 

＜事務所に関する情報＞ 

（vi） 事務所の電話番号 

（vii） 代表者の携帯番号 

（viii） 事務所の代表メールアドレス 

（ix） 月次事務所賃料 

  

＜従業員に関する情報＞ 

（x） 総従業員数 

（xi） 従業員の賃金総額 

 

＜銀行に関する情報＞ 

（xii） 銀行名 

（xiii） 銀行口座名 

（xiv） 銀行口座情報 

 

＜売上に関する情報＞ 

（xv） 最初の商品販売もしくはサービス提供日 

（xvi） 過去３ヶ月および 12ヶ月の売上実績（リエル表記） 

（xvii） 今後３ヶ月および 12ヶ月の売上実績（リエル表記） 

 

５ 納税手続 

商業省での登記手続完了後、National Tax School での会社の基本情報の登録時に National 

Tax Schoolにおいて、納税窓口にて納税を行います。 

ここでは、新規登録の際には、登録費として 40 万リエル（約 100US ドル）、登録税として 100

万リエル（約 250USドル）及びパテント税を収める必要があります。 

上記納税手続後、取締役会議長又は会社オーナーの指紋登録及び写真撮影が行われます（上

記１参照）。 
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６ 税務登録完了および書類の発行 

 上記のとおり、National Tax School における写真撮影および指紋登録が完了し、税務登録

に関するすべての必要書類が提出された後、上記省令第 496 号によれば 7 日から 10 日間後に税

務登録が完了するとされていますが、実務上の所要期間は、１ヶ月から２ヶ月半になります。 

 さらに、税務登録完了後、租税総局の担当者が会社の現地を調査し、事務所の写真撮影およ

び会社住所の GPS データを取得しますが、通常、その際に税務登録完了後のすべての正式書類

が届けられます。 

 会社または個人事業の税務登録完了後に発行される正式書類は以下のとおりです。 

- VAT登録証明書 

- 税務登録証明書（税務登録カード） 

- パテント証明書 

- 税務申告に関する通知書 
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第４章 労働省における申請実務 
 

労働省での実施すべき事項は図表 12の通りです。 

本章では事業所開設申告についてのみ解説します（その他事業所開設申告以外の事項につき

まして、カンボジア労務マニュアル5をご参照下さい）。 

［図表 12 労働省での申請登録フロー］ 

 

 

                                                             
5 JETRO ウェブサイトから入手可能（http://www.jetro.go.jp/world/asia/kh/law/pdf/labor_manual_jp2.pdf）。 
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カンボジア労働法が適用されるすべての事業者は、事業所を開設するときは、労働職業訓練

省（Ministry of Labor and Vocaltional Traning、以下「労働省」といいます。）に対し、申

告を行う必要があります（労働法 17条 1項）。 

当該申告は、企業または事業所開設の申告とし、書面で作成した上、実際の企業または事業

所の開設前に、労働省に対し、提出する必要があると規定されています（労働法 17条１項）。 

 また、例外的に継続して８人に満たない労働者を雇用し、機械設備を使用していない使用者

は、前項の申告を企業または事業所の開設の日から 30 日以内に労働省に提出する必要がありま

す（労働法 17 条 2 項）。したがって、少なくとも８人以下の事業所については、開設後 30 日

以内に労働省に事業所開設申告（Declaration of Opening Enterprise）を行う必要があります。 

 

１ 事業所開設申告等の申請の流れ  

(1) 所轄労働省担当窓口の特定 

 実務上、事業所の場所および従業員の数によって、申請する窓口が異なります。申請窓口は

以下の図表 13の通りです。 

［図表 13 労働省への申請窓口］ 

 

 

申請書類の作成、準備 

(2) 労働省への手続については、以下の３つの申請を行う必要があります。 

ア 事業所開設申告（Declaration of Opening Enterprise、従業員登録を含む）に関する申

請 

 事業所を開設し、従業員を採用したことを労働省に届け出るための手続です。 

イ 会社台帳登録（Registration of Enterprise Ledger）に関する申請 
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 労働省からの監査の際に監査内容を記載する台帳を発行するための手続です。 

ウ 従業員給与台帳登録（Registration of Payroll）に関する申請 

従業員の給与を記載する台帳を発行するための手続です。また、会計システムや勤怠管

理システムなどで管理する場合は、別途システムを利用することに対する許可を得る手続

が必要です。 

なお、申請フォームはすべてカンボジア語表記にて作成される必要があります。 

（i） 労働省所定の申請フォーム（末尾参考英訳２、３、４） 

（ii） 設立証明書、パテント証明書等の各種証明書類の写し 

  

［実務上の留意点 13］ 申請フォーマットは窓口により異なる 

 労働省への申請フォーマットは申請窓口毎に異なるケースが多いため、注意が必要です。

事前に労働省の申請窓口において、申請フォーマットの内容について、窓口の担当者が想定

している書類と同じかどうかについて確認する必要があります。 

 

(3) 申請費用の納付 

 労働省に支払うべき申請費用は、「Joint Prakas #1009 MEF.P dated 28th December, 2012 

on the Provision of Public Services of the Ministry Labour and Vocational Training」

という省令にて正式な費用が記載されています。図表 14をご確認下さい。 

なお、申請費用については、従業員数によって異なりますので、注意が必要です。 

［図表 14 事業所開設申告における申請費用一覧］ 

従業員数が 1〜7 名の事業所の場合 

事業所開設申告費用 

(Declaration of Opening Enterprise) 
2万リエル（約 5USドル） 日数：15日 

会社台帳発行費用 

(Registration of Enterprise Ledger) 
6万リエル（約 15USドル） 日数：7日 

従業員給与台帳発行費用 

(Registration of Payroll) 
8万リエル（約 20USドル） 日数：7日 

会計システムや勤怠管理システム等で給与

管理を行う場合 

(Payroll with computer system) 

20万リエル（約 50USドル） 日数：7日 
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従業員数が 8〜100 名の事業所の場合 

事業所開設申告費用  

(Declaration of Opening Enterprise) 
3万リエル（約 7.5USドル） 日数：15日 

会社台帳発行費用 

(Registration of Enterprise Ledger) 
6万リエル（約 15USドル） 日数：7日 

従業員給与台帳発行費用 

(Registration of Payroll) 
8万リエル（約 20USドル） 日数：7日 

会計システムや勤怠管理システム等で給与

管理を行う場合 

(Payroll with computer system) 

20万リエル（約 50USドル） 日数：7日 

従業員数が 101〜500 名の事業所の場合 

事業所開設申告費用  

(Declaration of Opening Enterprise) 
10万リエル（約 25USドル） 日数：15日 

会社台帳発行費用 

(Registration of Enterprise Ledger) 
8万リエル（約 20USドル） 日数：7日 

従業員給与台帳発行費用 

(Registration of Payroll) 
12万リエル（約 30USドル） 日数：7日 

会計システムや勤怠管理システム等で給与

管理を行う場合 

(Payroll with computer system) 

20万リエル（約 50USドル） 日数：7日 

従業員数が 501 名以上の事業所の場合 

事業所開設申告費用  

(Declaration of Opening Enterprise) 
20万リエル（約 50USドル） 日数：15日 

会社台帳発行費用 

(Registration of Enterprise Ledger) 
8万リエル（約 20USドル） 日数：7日 

従業員給与台帳発行費用 

(Registration of Payroll) 
12万リエル（約 30USドル） 日数：7日 

会計システムや勤怠管理システム等で給与

管理を行う場合 

(Payroll with computer system) 

20万リエル（約 50USドル） 日数：7日 
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［実務上の留意点 13］ 申請費用および申請期間に関する注意点 

 上記のように申請費用および申請期間が定められていますが、実務上においてはほとんど

守られていない状態となっています。費用については、上記費用に加えて、一定のプロセシ

ング費用の支払いが要求されることがあります。当該費用の支払いは、コンプライアンスお

よび税務上の問題がありますので、外部専門家に相談されることをお勧めします。 

 

 また、申請期間についても上記期限内に発行されることは非常に稀です。各種登録につい

ては、１ヶ月から２ヶ月程度を要することが一般的となっていますので、注意が必要です。 

 

(4) 証明書類の発行 

 各種申請後、労働省所轄から認証を受けた証明書が発行されます。①事業所開設証明書、②

従業員登録証明書、③会社台帳、④給与台帳（または、システムでの給与処理承認証明書）が

発行されます
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付録 参考資料一覧 
 

【参考資料１ 新税務登録申請書（租税総局）】 
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【参考資料２ 事業所開設申告申請書（英訳、労働省）】 

Unofficial Translation 

KINGDOM OF CAMBODIA 

NATION RELIGION KING 

****** 

 

DECLARATION OF OPENING ENTERPRISE 

 

1. Name of Enterprise:  

2. Date of Opening Enterprise:  

3. Address of Head Office : 

        Phone:                       Fax:  

  - Owner of Enterprise:  

  - Director:          Nationality:  

4.  Form of Enterprise:  

5. Type of Enterprise:   

6. Address of Office:  

      Phone:                Fax:  

7.  Total Employees:       staff    Female:         Male:  

 - Employee age between 15-18 years old: 00 staff 

 - Foreign staff:    staff       Female:      Male:  

8.  Duration and type of work for women or children if contradictory: No 

9.  Children under 18 years old staying in the company: 00 people Female: 00 

10. Constructor and Hazardous Materials: No 

11. Weekly Holiday:  

 

         

        Phnom Penh,                 2020 

  

 Director 
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【参考資料３ 従業員登録申請書（英訳、労働省）】 



 

70 

Copyright©2020 JETRO All rights reserved. 禁無断転載 

【参考資料４ 従業員給与台帳登録申請書（英訳、労働省）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Unofficial Translation 

KINGDOM OF CAMBODIA 

NATION RELIGION KING 

******** 

Director of ………………. 

TO 

Chairman of Department of Labor Inspection 

Objective:  Application of Requesting on Using Payroll System. 

Reference:     Prakas No. 269 SKBY, issued on 11 October, 2001, on Using of Payroll System 

 

    Regarding the above Objective and Reference, I hereby would like to inform Chairman 

that in order to make payment for employees on time and to make it easy for employees to 

withdraw their salary in a short period of time, my company decided to arrange Payroll System 

instead of Payroll Ledger.  

               Regarding the above mention, I would like to request Chairman to approve my company 

to use Payroll System.  

               Please accept, Chairman, my highest respect. 

 

Phnom Penh,  ................................. 

              Director 
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